
電子記録債権（電子記録債権買取サービス用）利用規約新旧対照表 

 

（変更箇所下線部） 

現行 変更後 

第２条（用語の定義） 

１．（省略） 

２．前項のほか、本規約において使用する

用語は、次の各号に定めるところによりま

す。 

①（省略） 

②「参加金融機関」とは、法第５８条第１

項に定める主務大臣の承認を受けて業務

規程第４条第１項各号に掲げる記録機関

の業務のすべてを受託し、その中で、自ら

は(a)利用者の反社会的勢力の排除に関連

する業務、(b)支払企業及び譲受金融機関と

なる利用者の管理に関する業務（犯罪によ

る収益の移転防止に関する法律（平成１９

年法律第２２号。以下「犯収法」といいま

す。）に基づく本人確認業務を含みます。）、

(c)記録機関による電子債権記録業の遂行

に必要なシステムの保守・点検・障害対応

等の業務を行い、その余の業務は記録機関

の承認を受けて間接参加金融機関に再委

託した、株式会社三井住友銀行をいいま

す。 

③「間接参加金融機関」とは、法第５８条

第１項に定める主務大臣の承認を受けて

参加金融機関が受託した記録機関の業務

のうち、仕入先となる利用者の管理に関す

る業務（犯収法に基づく本人確認業務を含

みます。）、その他参加金融機関が自ら行う

業務としたもの以外の業務について、記録

機関の承認を受けて受託したグローバル

ファクタリング株式会社その他記録機関

が承認した者をいいます。 

第２条（用語の定義） 

１．（省略） 

２．前項のほか、本規約において使用する

用語は、次の各号に定めるところによりま

す。 

①（省略） 

②「参加金融機関」とは、法第５８条第１

項に定める主務大臣の承認を受けて業務

規程第４条第１項各号に掲げる記録機関

の業務のすべてを受託し、その中で、自ら

は(a)利用者の反社会的勢力の排除に関連

する業務、(b)支払企業及び譲受金融機関と

なる利用者の管理に関する業務（犯罪によ

る収益の移転防止に関する法律（平成１９

年法律第２２号。以下「犯収法」といいま

す。）に基づく取引時確認業務を含みま

す。）、(c)記録機関による電子債権記録業の

遂行に必要なシステムの保守・点検・障害

対応等の業務を行い、その余の業務は記録

機関の承認を受けて間接参加金融機関に

再委託した、株式会社三井住友銀行をいい

ます。 

③「間接参加金融機関」とは、法第５８条

第１項に定める主務大臣の承認を受けて

参加金融機関が受託した記録機関の業務

のうち、仕入先となる利用者の管理に関す

る業務（犯収法に基づく取引時確認業務を

含みます。）、その他参加金融機関が自ら行

う業務としたもの以外の業務について、記

録機関の承認を受けて受託したグローバ

ルファクタリング株式会社その他記録機

関が承認した者をいいます。 



④～⑧（省略） ④～⑧（省略） 

第３条（利用者の要件） 

①～③（省略） 

 

 

 

第３条（利用者の要件） 

①～③（省略） 

④利用者が次条に定める表明・確約に違反

していないこと。 

第３条の２（反社会的勢力の排除） 

１．利用者は、利用契約成立時において、

暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった

時から５年を経過しない者、暴力団準構成

員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動

等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、そ

の他これらに準ずる者（以下、これらを「暴

力団員等」といいます。）のいずれにも該

当しないこと、及び次の各号のいずれにも

該当しないことを表明し、かつ、将来にわ

たっても該当しないことを確約するもの

とします。 

①暴力団員等が経営を支配していると認

められる関係を有すること 

②暴力団員等が経営に実質的に関与して

いると認められる関係を有すること 

③自己、自社若しくは第三者の不正の利益

を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもってするなど、不当に暴力団員等を

利用していると認められる関係を有する

こと 

④暴力団員等に対して資金等を提供し、又

は便宜を供与するなどの関与をし、暴力団

員等の資金獲得活動等に積極的に協力し

ていると認められる関係を有すること 

⑤役員又は経営に実質的に関与している

者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

２．利用者は、自ら又は第三者を利用して

次の各号の一にでも該当する行為を行わ

ないことを確約するものとします。 



①暴力的な要求行為 

②法的な責任を超えた不当な要求行為 

③取引に関して、脅迫的な言動をし、又は

暴力を用いる行為 

④風説を流布し、偽計を用い又は威力を用

いて記録機関の信用を毀損し、又は記録機

関の業務を妨害する行為 

⑤その他前各号に準ずる行為 

３．利用者は、暴力団員等若しくは本条第

１項各号のいずれかに該当し、若しくは前

項各号のいずれかに該当する行為をし、又

は本条第１項の規定に基づく表明・確約に

関して虚偽の申告をしたことが判明した

場合には、記録機関からの請求によって、

利用者は、記録機関に対する一切の債務に

ついて期限の利益を失い、直ちに債務を弁

済するものとします。なお、第７条第２項

に定める届出がなされないこと又はその

他の事由によりこの請求が延着し又は到

達しなかった場合には、通常到着すべき時

に期限の利益が失われたものとします。 

４．前項の規定の適用により、利用者に損

害が生じた場合にも、利用者は記録機関に

何らの請求をしないものとします。また、

記録機関に損害が生じたときは、利用者が

その責任を負うものとします。 

第６条（利用者登録の手続） 

１．間接参加金融機関は、前条に従い利用

申込者から本電子記録債権の利用申込み

を受け付けた場合、参加金融機関へ記録機

関所定の方法により連絡の上、利用申込者

が仕入先の立場であった場合には犯収法

に基づく本人確認を行い、その結果を記録

機関に遅滞なく報告するものとします。 

２．参加金融機関は、本条第１項の連絡を

受けた場合、利用申込者が反社会的勢力に

第６条（利用者登録の手続） 

１．間接参加金融機関は、前条に従い利用

申込者から本電子記録債権の利用申込み

を受け付けた場合、参加金融機関へ記録機

関所定の方法により連絡の上、利用申込者

が仕入先の立場であった場合には犯収法

に基づく取引時確認を行い、その結果を記

録機関に遅滞なく報告するものとします。 

２．参加金融機関は、本条第１項の連絡を

受けた場合、利用申込者が反社会的勢力に



該当するか否かの審査、並びに利用申込者

が支払企業又は譲受金融機関の立場であ

った場合には犯収法に基づく本人確認を

行い、それぞれその結果を記録機関及び間

接参加金融機関に遅滞なく報告するもの

とします。 

３．～６．（省略） 

該当するか否かの審査、並びに利用申込者

が支払企業又は譲受金融機関の立場であ

った場合には犯収法に基づく取引時確認

を行い、それぞれその結果を記録機関及び

間接参加金融機関に遅滞なく報告するも

のとします。 

３．～６．（省略） 

 

 


